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地球温暖化問題と再生可能エネルギー

■ 地球温暖化を止めるには、原因となる二酸化炭素（ＣＯ２）などの温室効果ガスを減らす必要
があり、エネルギーに関しては化石燃料の使用から半永続的に利用できるエネルギー基盤への
転換が必要です。

■ 自立分散型のエネルギーシステムは災害時におけるリスク低減の長所を有し、これら要件を
満たす再生可能エネルギーの重要性は高まっています。

計画の目的

■ 市民・事業者・行政が一体となって積極的に再生可能エネルギーを導入・活用し、あわせて
再生可能エネルギーの地産地消に取り組むことにより、ゼロカーボンシティかごしまの実現に
寄与することを目的としています。

計画の位置付け

■ 本計画は、ゼロカーボンシティかごしま推進計画に掲げる基本方針「再生可能エネルギーの
地産地消の推進」を具体化するための計画です。

計画期間

■ ２０２２年度から２０３１年度までの１０年間です。

再生可能エネルギーの利用可能量

■ 太陽光の占める割合が最も大きいです（全体の
約４８％）。

■ 本市の利用可能量は、２０１８年度の本市エネルギー
需要量(38,432千GJ）の約１５％であり、再生可能
エネルギーを最大限導入しても市内のエネルギー需要
を賄いきれない状況です。 ※Ｊ（ジュール）は熱量の単位。

第１章 基本的な事項

第２章 エネルギー政策の動向及び本市の現状

再エネの種類 本市の利用可能量

太陽光 2,720,874GJ

風力 488,177GJ

中小水力 136,725GJ

バイオマス 552,222GJ

地熱 653,977GJ

温度差熱等 1,138,318GJ

合計 5,690,292GJ

現状の技術水準において期待される利用可能なエネルギー量

※ 端数処理の関係で合計が一致しない。

再生可能エネルギーの導入状況

■ 本市における再生可能エネルギー電源設備の導入量は３１２，186ｋＷ（2021年3月末時点）と
なっています。 ※Ｗ（ワット）は消費電力の単位。

再エネ発電の
種類

太陽光発電 風力発電 水力発電
バイオマス

発電
地熱発電 合計

導入量(kW) 242,918 11,721 660 56,887 0 312,186

※ ＦＩＴ等のデータを基に推計。



今後の取組の３つの方向性

①
太陽光発電設備の導入やゼロカーボン電力(注1)への転換等により
再生可能エネルギーの導入拡大を図る。

②
市域外に流出している環境価値を有するゼロカーボン電力等を
地域新電力等と連携して、市域内で消費する仕組みづくりに取り組む。

③
電気自動車等や水素エネルギーの普及促進により、ＣＯ２を排出しない
二次エネルギーへの移行を図る。

第３章 再生可能エネルギーの普及に向けての方向性と目標

第４章 再生可能エネルギーに関する取組

基本目標 １ 再生可能エネルギーの導入拡大

（2020年度）
662,000

目標指標

再生可能エネルギーによる
発電量(MWh)

（2026年度）
752,000

（2031年度）
827,000
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市民・事業者への再生可能エネルギーの導入促進

ＦＩＴ・ＦＩＰの周知、住宅・事業所への太陽光発電設備の導入促進、再生可能エネルギーの導入

を検討する事業者からの相談対応を行うなど、円滑な導入を支援します。

第三者所有モデル（ＰＰＡ）(注2）の活用検討

市有施設でのＰＰＡ活用を検討するとともに、市民等が安心してＰＰＡ事業者を選択できるスキー

ムやＰＰＡ事業への支援策を検討します。また、電力需要家とＰＰＡ事業者とのマッチングを支援し
ます。

ゼロカーボン電力転換の推進

市有施設でのゼロカーボン電力への転換を進めるとともに、小売電気事業者と連携し、ゼロカー

ボン電力メニューの普及に取り組みます。

再生可能エネルギーの理解促進

再生可能エネルギーの動向を注視し、低コスト化や先進事例等の情報収集に努めるとともに、

収集した情報等を市民・事業者に発信して理解を促進します。

市有施設における太陽光発電設備の率先導入

市有施設の新築時等に太陽光発電設備の率先した導入を行うとともに、導入施設のＣＯ２削減量

等を周知し、市民・事業者の環境意識を醸成します。

注2 第三者所有モデル（ＰＰＡ）：電力の需要家がＰＰＡ事業者に屋根などのスペースを提供し、ＰＰＡ事業者が太陽光発電システム
などの発電設備の無償設置と運用・保守を行う。ＰＰＡ事業者が発電した電力は需要家が消費し、余剰電力はＰＰＡ事業者が他に
売電等する。

注1 ゼロカーボン電力：再生可能エネルギーなどを利用し、発電時にＣＯ２を排出しない又は排出しないとみなされる電力のこと。



基本目標 2 再生可能エネルギーの地産地消の仕組みづくり
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基本目標 3 CO2を排出しない二次エネルギーへの移行

（2020年度）
36.1%

目標指標

新築戸建住宅着工件数のうち、
太陽光発電設備を設置した割合

（2026年度）
50%

（2031年度）
62%

（2020年度）
31.5%

目標指標

新車販売台数に占める
電気自動車等の割合

（2026年度）
60%

（2031年度）
80%

市有施設におけるゼロカーボン電力の融通システムの構築及びバイオガスの精製・供給

家庭の卒ＦＩＴ電力(注3)の活用

２０１９年１１月以降、太陽光発電の固定価格買取期間の満了、いわゆる卒ＦＩＴが順次始まってお

り、今後、その件数は増加していく見込みであるため、卒ＦＩＴ電力の市内での消費について理解促
進を図るとともに、小売電気事業者と卒ＦＩＴ電力発電者とのマッチング支援などを行います。

地域新電力をはじめとする小売電気事業者の知見を活用して効率的に市役所の電気需給をコン

トロールするシステムを構築します。また、南部清掃工場において、生ごみなどを発酵させて得られ
るバイオガスを都市ガス事業者に供給することで、化石燃料由来の都市ガスの消費量を削減します。
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市民・事業者への電気自動車等の普及促進

市民や事業者の電気自動車等及び充電設備の導入を促進します。

水素エネルギーの普及啓発

水素は、利用してもＣＯ２を排出しないクリーンなエネルギーであるとともに、水やバイオマスなど

様々な物から生成することができ、貯蔵や輸送することも可能です。このような特性を持つ水素は、
エネルギー利用可能量がエネルギー需要量に満たない本市において、不足する再生可能エネル
ギーを補い、市民生活や経済活動の維持、発展に資すると考えられることから、燃料電池自動車や
家庭用燃料電池の導入促進などを通じて、普及啓発を図ります。

蓄電池や電気自動車等を活用した電力の自家消費の促進

太陽光により発電したゼロカーボン電力を効率的に自家消費するには、余剰電力は蓄電池に一

時蓄電し、必要に応じて蓄電池から消費できるようにする必要があります。また、電気自動車があ
れば、Ｖ２Ｈ（Vehicle to home）等を介することで蓄電池の代替として使用できます。これらを踏
まえ、住宅や事業所への蓄電池等の導入促進を図ります。

公用車への電気自動車等の率先導入

市内で排出されるＣＯ２の内、運輸部門が約３５％を占めており、ゼロカーボンシティかごしまの

実現に向けた大きな課題の一つとなっていることから、公用車への電気自動車等の率先導入を行
うとともに、市有施設の非常用電源として活用します。

注3 卒ＦＩＴ電力：ＦＩＴ制度（固定価格買取制度）の期間が満了した発電設備によって発電された電力のこと。

本計画の本編は、市ホームページに
掲載しています。鹿児島市再生可能エネルギー推進課

市ホームページ

鹿児島市再生可能エネルギー活用計画

リサイクル適性の表示：紙へのリサイクル可

この印刷物は、適切に管理された森林からの木材を使用して生産された用紙を使用しております。

発行　２０２２（令和４）年６月


